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１ 勤務時間及び休暇等に関する事項

（平成２３年４月１日現在） 【表１（Ｐ５ 】（１）勤務時間の状況 ）

（単位：団体）

区 分 団体数 週38時間45分 週38時間45分より長い

割合(%) 割合(%)

都道府県 47 47 100.0 0 0.0

指定都市 19 19 100.0 0 0.0

市区町村 1,726 1,647 95.4 79 4.6

合 計 1,792 1,713 95.6 79 4.4

（注) １ 国家公務員の勤務時間は、平成２１年４月１日から週３８時間４５分となっている。

（勤務時間法第５条）

３ 首長部局に勤務する非現業の一般職員について調査したものである。

○ 勤務時間が週38時間45分の団体………………………１，７１３団体（９５．６％）

○ 〃 週38時間45分より長い団体……………… ７９団体（ ４．４％）

（平成２３年４月１日現在） 【表２（Ｐ６ 】（２）休息時間の廃止の状況 ）

○ 休息時間を廃止済み又は平成２３年度中に廃止予定の団体

…………………………………………………………１，７７３団体（９８．９％）

（平成２３年４月１日現在） 【表３（Ｐ７ 】（３）時間外勤務代休時間の導入状況 ）

○ 時間外勤務代休時間の制度を導入済み又は平成２３年度中に導入予定の団体

…………………………………………………………１，６５１団体（９２．１％）

（ ） 【 （ ）】（ ）４ 年次有給休暇の使用状況 平成２２年１月１日～１２月３１日 表４ Ｐ８

． （ ． ）○ 年次有給休暇の平均使用日数…………………………１１ ０日 前年比０ １日減

（平成２３年４月１日現在）（５）１回の病気休暇の上限期間の状況

【表５、６（Ｐ９、１０ 】）

○ １回の病気休暇の上限期間が国と同等の団体………１，３８１団体（７７．１％）

〃 国より長い団体……… ４１１団体（２２．９％）

（注）国の１回の病気休暇の上限期間は、平成２３年１月１日から９０日となっている。

（平成２３年４月１日現在） 【表７（Ｐ１１ 】（６）主な特別休暇等の状況 ）

○ 国に制度のない休暇を設けている団体あり

）「 」 （ ． ）例 リフレッシュ・永年勤続休暇 を設けている団体…６２５団体 ３４ ９％

（都道府県及び指定都市においては約７割の団体で実施）



2

（平成２２年度） 【表８（Ｐ１２ 】（７）介護休暇の取得状況 ）

○ 介護休暇を取得した男性職員………………… ７８５人（前年度比１２３人減）

〃 女性職員…………………２，７７６人（前年度比４０３人減）

○ 介護休暇の期間は、男性職員の約５割、女性職員の約４割が１月以下

（平成２２年度） 【表９（Ｐ１３ 】（８）育児休業等の取得状況 ）

○ 育児休業を取得した職員（新規及び継続の合計）

…７７，７１０人（前年度比 ６９８人増）

○ 新たに育児休業を取得した男性職員… ９４４人（前年度比 ４１６人増）

〃 女性職員…３５，４０５人（前年度比 １２７人増）

○ 新たに育児休業取得可能となった男性職員…５１，５１９人

うち、育児休業を取得した男性職員……… ６７３人

． （ ． ）取得率……… １ ３％ 前年度比０ ６％増

○ 新たに育児休業取得可能となった女性職員…３５，６５７人

うち、育児休業を取得した女性職員………３３，６０６人

． （ ． ）取得率……… ９４ ２％ 前年度比０ ３％増

○ 新たに育児短時間勤務を取得した男性職員… ４２人（前年度比 １３人減）

〃 女性職員…２，４１６人（前年度比１８０人増）

○ 新たに部分休業を取得した男性職員………… ２９３人（前年度比 ４１人増）

〃 女性職員…………５，９９２人（前年度比５１９人増）
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、 、 （ ）２ 競争試験における受験者数 合格者数 競争率に関する事項 平成２２年度

表１０、１１ 図１、２（Ｐ１５～１８ 】【 ）

（１）受験者数

○ 受験者数……………………………６１４，０２２人（前年度比６２，４６３人増）

（試験区分別）

上級試験…………………………３８４，５０５人（前年度比５１，４６６人増）

中級試験………………………… ６９，８１１人（前年度比 １，７４３人増）

初級試験…………………………１４７，５５６人（前年度比 ６，９９３人増）

その他の試験…………………… １２，１５０人（前年度比 ２，２６１人増）

（団体区分別）

都道府県…………………………２４１，３８８人（前年度比２６，４６５人増）

市区………………………………３３３，９１６人（前年度比２９，７６１人増）

町村……………………………… ３８，７１８人（前年度比 ６，２３７人増）

（２）合格者数

○ 合格者数………………………………６６，４２６人（前年度比 ２，６５０人増）

（試験区分別）

上級試験……………………………３８，５１３人（前年度比 １，７６８人増）

中級試験……………………………１１，８３９人（前年度比 ６３２人増）

初級試験……………………………１５，２０７人（前年度比 ２４２人増）

その他の試験……………………… ８６７人（前年度比 ８人増）

（団体区分別）

都道府県……………………………２６，３５７人（前年度比 １６１人増）

市区…………………………………３５，２０５人（前年度比 １，７６１人増）

町村………………………………… ４，８６４人（前年度比 ７２８人増）

（３）競争率

○ 倍率…………………………………… ９．２倍（前年度 ８．６倍）

（試験区分別）

上級試験……………………………１０．０倍（前年度 ９．１倍）

中級試験…………………………… ５．９倍（前年度 ６．１倍）

初級試験…………………………… ９．７倍（前年度 ９．４倍）

その他の試験………………………１４．０倍（前年度１１．５倍）

（団体区分別）

都道府県…………………………… ９．２倍（前年度 ８．２倍）

市区………………………………… ９．５倍（前年度 ９．１倍）

町村………………………………… ８．０倍（前年度 ７．９倍）
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（４）男女別

○ 男女別

（受験者）

男性………………………………３９７，２１３人（構成比６４．７％）

女性………………………………１８７，３２３人（構成比３０．５％）

その他…………………………… ２９，４８６人（構成比 ４．８％）

（合格者）

男性……………………………… ４０，０４４人（構成比６０．３％）

女性……………………………… ２４，６１８人（構成比３７．１％）

その他…………………………… １，７６４人（構成比 ２．７％）

（ ） 「 」 、 、 。注 １ 受験者の その他 は 申込書に性別記入の欄を設けていない試験のため 性別が不明の者を示す

２ 合格者の「その他」は、申込書に性別記入の欄を設けていない試験の合格者を示す。

（平成２３年３月３１日現在）３ 安全衛生管理体制の整備状況に関する事項

【表１２、１３（Ｐ１９、２０ 】）

○ 総括安全衛生管理者の選任事業所率………９９．６％（前年度と同率）

○ 安全管理者の選任事業所率…………………９８．７％（前年度と同率）

○ 衛生管理者の選任事業所率…………………９６．８％（前年度比０．４％増）

○ 安全衛生推進者等の選任事業所率…………９１．５％（前年度比１．０％増）

○ 産業医の選任事業所率………………………９７．４％（前年度比０．４％増）

○ 安全委員会の設置事業所率…………………９８．７％（前年度比０．１％増）

○ 衛生委員会の設置事業所率…………………９５．１％（前年度比０．４％増）
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38:45 40:00 38:45 40:00 38:45 40:00

北海道 1 1 176 2 1.1%

青森県 1 39 1 2.4%

岩手県 1 23 9 27.3%

宮城県 1 1 29 5 13.9%

秋田県 1 23 2 7.7%

山形県 1 31 4 11.1%

福島県 1 59 －

茨城県 1 43 1 2.2%

栃木県 1 27 －

群馬県 1 35 －

埼玉県 1 1 63 －

千葉県 1 1 53 －

東京都 1 62 －

神奈川県 1 3 30 －

新潟県 1 1 28 1 3.2%

富山県 1 14 1 6.3%

石川県 1 18 1 5.0%

福井県 1 1 16 88.9%

山梨県 1 27 －

長野県 1 72 5 6.4%

岐阜県 1 30 12 27.9%

静岡県 1 2 32 1 2.8%

愛知県 1 1 52 1 1.8%

三重県 1 29 －

滋賀県 1 19 －

京都府 1 1 25 －

大阪府 1 2 41 －

兵庫県 1 1 40 －

奈良県 1 39 －

和歌山県 1 30 －

鳥取県 1 18 1 5.0%

島根県 1 21 －

岡山県 1 1 23 3 10.7%

広島県 1 1 20 2 8.3%

山口県 1 19 －

徳島県 1 24 －

香川県 1 17 －

愛媛県 1 18 2 9.5%

高知県 1 33 1 2.9%

福岡県 1 2 58 －

佐賀県 1 20 －

長崎県 1 21 －

熊本県 1 45 －

大分県 1 18 －

宮崎県 1 26 －

鹿児島県 1 35 8 18.2%

沖縄県 1 41 －

47 0 19 0 1,647 79 4.4%

(100.0%) ( - ) (100.0%) ( - ) (95.4%) (4.6%)

　　　２　「市区町村」の数値には、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町）を含まない。

表１　都道府県別の週の勤務時間の状況（平成２３年４月１日現在）
（単位：団体）

（注）１　（　　）内は、団体区分中の割合である。

38:45より長い
団体の割合

合計

市 区 町 村指 定 都 市都 道 府 県
都道府県名
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（単位：団体）

都道府県
47 47 －

(100.0%)

指定都市
19 19 －

(100.0%)

市区町村
1,726 1,707 19

(98.9%) (1.1%)

合　　計
1,792 1,773 19

(98.9%) (1.1%)

（注）１　（　 ）内は、団体区分中の割合である。

　　　２　「市区町村」の数値には、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の

　　　　１市１町）を含まない。

表２　休息時間の廃止の状況（平成２３年４月１日現在）

　休息時間を平成24年
　度以降に廃止予定又
　は廃止時期未定

 休息時間を廃止済み
 又は平成23年度中に
 廃止予定

区　　分 団 体 数
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（単位：団体）

都道府県
47 47 －

(100.0%)

指定都市
19 11 8

(57.9%) (42.1%)

市区町村
1,726 1,593 133

(92.3%) (7.7%)

合　　計
1,792 1,651 141

(92.1%) (7.9%)

（注）１　（　 ）内は、団体区分中の割合である。

　　　２　「市区町村」の数値には、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の

　　　　１市１町）を含まない。

表３　時間外勤務代休時間の導入状況（平成２３年４月１日現在）

導入時期未定
時間外勤務代休時間の
制度を導入済み又は平
成23年度中に導入予定

区　　分 団 体 数
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【平成２２年１月１日～１２月３１日】 〔参考〕

11.7 12.9 10.4 11.0 12.9 8.6

(11.6) (13.0) (10.4) (11.1) (12.8) (8.5)

（注）１　非現業の一般職に属する職員のうち、首長部局に勤務する職員で一般的には月曜日から金曜日に勤

　　　　務し、午前８時３０分から午後５時１５分の時間帯（それに準じた時間帯）に勤務時間が割り振られ

　　　　ている職員（交替制等勤務職員は除く。）で、平成２２年１月１日から同年１２月３１日まで在職し

　　　　た職員（当該期間に採用された職員及び退職した職員、当該期間中に育児休業、休職した職員並びに

　　　　派遣職員を除く。）について調査したものである。

　　　２　（　　）は、平成２１年の平均使用日数である。

　　　３　東日本大震災の影響により調査が困難となった４団体（岩手県の１市１町、宮城県の２町）を除い

　　　　て集計している。

　　　４　国の数値は、人事院の調査結果によるものである。（平成２２年）

　　　５　民間の数値は、厚生労働省の就労条件総合調査結果によるものである。(平成２２年(又は平成２１

　　　　会計年度))

（参考）

平均使用日数
(日）

表４　年次有給休暇の使用状況(平成２２年）

区　　分 都道府県 指定都市 市区町村 全団体 国 民間

11.3 
11.4 

11.2 
11.1 

11.0 

11.8  
12.0  

11.8  
11.6  

11.7  

13.2  
13.1  13.1  

13.0  
12.9  

10.7 
10.8 

10.5 
10.4 10.4 

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 

(日) 年次有給休暇の使用状況の推移 

全体 都道府県 指定都市 市区町村 
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(単位：団体）

区　　分 団 体 数 国と同等 国より長い

47 35 12

(74.5%) (25.5%)

19 7 12

(36.8%) (63.2%)

1,726 1,339 387

(77.6%) (22.4%)

1,792 1,381 411

(77.1%) (22.9%)

　　　　病気休暇の上限期間の特例については考慮していない。

　　　４　「国より長い」団体には、上限期間を「必要最小限度の期間」（国の改正前の制度と

　　　　同じ）等としている団体を含む。

　　　５　「市区町村」の数値には、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩

　　　　手県の１市１町）を含まない。

　　　３　（　　）内は、団体区分中の割合である。

（注）１　病気休暇は、私傷病の場合の取扱いを示す。なお、条件付採用期間中の職員等に係る

　　　２　国の私傷病の場合における１回の病気休暇の上限期間は、原則として週休日等を含む

　　　　連続90日となっている。

表５　１回の病気休暇の上限期間の状況(平成２３年４月１日現在）

合　　計

都道府県

指定都市

市区町村
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国と同等 国より長い 国と同等 国より長い 国と同等 国より長い 国と同等 国より長い

北海道 1 1 105 73 107 73 40.6%

青森県 1 40 41 －

岩手県 1 32 33 －

宮城県 1 1 34 35 1 2.8%

秋田県 1 7 18 7 19 73.1%

山形県 1 35 36 －

福島県 1 56 3 57 3 5.0%

茨城県 1 13 31 13 32 71.1%

栃木県 1 27 28 －

群馬県 1 32 3 32 4 11.1%

埼玉県 1 1 50 13 52 13 20.0%

千葉県 1 1 35 18 35 20 36.4%

東京都 1 30 32 30 33 52.4%

神奈川県 1 2 1 29 1 32 2 5.9%

新潟県 1 1 22 7 22 9 29.0%

富山県 1 14 1 15 1 6.3%

石川県 1 19 20 －

福井県 1 17 18 －

山梨県 1 3 24 3 25 89.3%

長野県 1 77 78 －

岐阜県 1 36 6 37 6 14.0%

静岡県 1 2 18 15 19 17 47.2%

愛知県 1 1 46 7 47 8 14.5%

三重県 1 28 1 28 2 6.7%

滋賀県 1 17 2 18 2 10.0%

京都府 1 1 15 10 16 11 40.7%

大阪府 1 1 1 30 11 31 13 29.5%

兵庫県 1 1 24 16 25 17 40.5%

奈良県 1 39 40 －

和歌山県 1 25 5 26 5 16.1%

鳥取県 1 16 3 17 3 15.0%

島根県 1 17 4 18 4 18.2%

岡山県 1 1 26 28 －

広島県 1 1 7 15 7 17 70.8%

山口県 1 15 4 15 5 25.0%

徳島県 1 15 9 16 9 36.0%

香川県 1 5 12 6 12 66.7%

愛媛県 1 20 21 －

高知県 1 27 7 28 7 20.0%

福岡県 1 1 1 48 10 50 11 18.0%

佐賀県 1 20 21 －

長崎県 1 17 4 18 4 18.2%

熊本県 1 45 46 －

大分県 1 1 17 1 18 94.7%

宮崎県 1 25 1 26 1 3.7%

鹿児島県 1 39 4 40 4 9.1%

沖縄県 1 41 42 －

35 12 7 12 1,339 387 1,381 411 22.9%

(74.5%) (25.5%) (36.8%) (63.2%) (77.6%) (22.4%) (77.1%) (22.9%)

　　　５　「市区町村」の数値には、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市
　　　　１町）を含まない。

（単位：団体）

表６　都道府県別の１回の病気休暇の上限期間の状況（平成２３年４月１日現在）

都道府県名
都道府県 指定都市 市区町村 合計 国より長い

団体の割合

合計

　　　４　「国より長い」団体には、上限期間を「必要最小限度の期間」（国の改正前の制度と同じ）等と
　　　　している団体を含む。

（注）１　病気休暇は、私傷病の場合の取扱いを示す。なお、条件付採用期間中の職員等に係る病気休暇の
　　　　上限期間の特例については考慮していない。

      ２　国の私傷病の場合における１回の病気休暇の上限期間は、原則として週休日等を含む連続90日と
　　　　なっている。

　    ３　（　　）内は、団体区分中の割合である。
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（単位：団体）

47  19  1,723  1,789  

(100.0%) (100.0%) (99.8%) (99.8%) 

47  19  1,724  1,790  

(100.0%) (100.0%) (99.9%) (99.9%) 

47  19  1,699  1,765  

(100.0%) (100.0%) (98.4%) (98.5%) 

46  19  1,626  1,691  

(97.9%) (100.0%) (94.2%) (94.4%) 

47  19  1,726  1,792  

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

47  19  1,726  1,792  

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

47  19  1,726  1,792  

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

47  19  1,724  1,790  

(100.0%) (100.0%) (99.9%) (99.9%) 

47  19  1,715  1,781  

(100.0%) (100.0%) (99.4%) (99.4%) 

47  19  1,326  1,392  

(100.0%) (100.0%) (76.8%) (77.7%) 

46  19  1,687  1,752  

(97.9%) (100.0%) (97.7%) (97.8%) 

47  19  1,526  1,592  

(100.0%) (100.0%) (88.4%) (88.8%) 

47  19  1,726  1,792  

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

45  16  1,668  1,729  

(95.7%) (84.2%) (96.6%) (96.5%) 

47  19  1,716  1,782  

(100.0%) (100.0%) (99.4%) (99.4%) 

47  19  1,651  1,717  

(100.0%) (100.0%) (95.7%) (95.8%) 

47  19  1,694  1,760  

(100.0%) (100.0%) (98.1%) (98.2%) 

36  12  1,338  1,386  

(76.6%) (63.2%) (77.5%) (77.3%) 

35  13  577  625  

(74.5%) (68.4%) (33.4%) (34.9%) 

1  1  97  99  

(2.1%) (5.3%) (5.6%) (5.5%) 

1  34  35  

(2.1%) (2.0%) (2.0%) 

27  27  

(1.6%) (1.5%) 

17  17  

(1.0%) (0.9%) 

10  10  

(0.6%) (0.6%) 

　　　　である。

妻の出産

合　　計

（参考）　平成23年4月1日現在の地方公共団体数（調査が困難となった２団体（注３参照）を除く）は、都道府県47団体、指定都市

現住居の滅失等

災害・交通機関の事故等

退勤途上の危機回避

指定都市 市区町村

        19団体、市区町村1,726団体の計1,792団体である。

夏季における休暇

盆休暇

国
に
制
度
の
な
い
特
別
休
暇
等

祭り

運転免許更新

リフレッシュ・永年勤続休暇

メーデー

　　　２　（　）は、団体区分中の割合である。

（注）１　「国に制度のない特別休暇等」の「夏季における休暇」は、夏季期間中において、夏季休暇とは別途付与している休暇等

表７　主な特別休暇等の状況（平成２３年４月１日現在）

子の看護

ドナー休暇

ボランティア休暇

結婚休暇

産前休暇

都道府県

国
に
制
度
の
あ
る
特
別
休
暇

  父母の追悼（法要）

　　　３　「市区町村」の数値には、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体(岩手県の１市１町)を含まない。

区　　分

官公署への出頭

夏季休暇

育児参加

産後休暇

保育時間

公民権行使

忌引休暇

　短期の介護



（単位：人）

配偶者 父母 子
配偶者
の父母

祖父母 兄弟姉妹 孫 その他

785 180 454 109 28 5 8 1 0

(22.0%) (22.9%) (57.8%) (13.9%) (3.6%) (0.6%) (1.0%) (0.1%) (0.0%)

2,776 344 1,549 632 210 15 23 2 1

(78.0%) (12.4%) (55.8%) (22.8%) (7.6%) (0.5%) (0.8%) (0.1%) (0.0%)

3,561 524 2,003 741 238 20 31 3 1

(100.0%) (14.7%) (56.2%) (20.8%) (6.7%) (0.6%) (0.9%) (0.1%) (0.0%)

１月以下
１月超

２月以下
２月超

３月以下
３月超

４月以下
４月超

５月以下
５月超

785 394 76 92 42 23 158

(22.0%) (50.2%) (9.7%) (11.7%) (5.4%) (2.9%) (20.1%)

2,776 1,050 486 377 168 117 578

(78.0%) (37.8%) (17.5%) (13.6%) (6.1%) (4.2%) (20.8%)

3,561 1,444 562 469 210 140 736

(100.0%) (40.6%) (15.8%) (13.2%) (5.9%) (3.9%) (20.7%)

介　護　休　暇　の　期　間

（注)１　介護休暇取得者数は、平成２２年度中に介護休暇を取得開始した職員数である。

男性職員

　　 ２　「要介護者数」及び「介護休暇の期間」の（　）は、「介護休暇取得者数」に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

区   分
介護休暇
取得者数

区   分
介護休暇
取得者数

計

女性職員

　　 ３　東日本大震災の影響により調査が困難となった３団体（岩手県の１市１町、宮城県の１町）を除いて集計している。

表８　 介護休暇の取得状況(平成２２年度）

女性職員

男性職員

計

要 介 護 者 数（職員との続柄別）

1
2 
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１　育児休業等の取得者数

（１）　育児休業等の取得者数 （単位：人）

944 42 293

110 20 170

35,405 2,416 5,992

41,251 1,581 5,423

36,349 2,458 6,285

41,361 1,601 5,593

　　　３　東日本大震災の影響により調査が困難となった３団体（岩手県の１市１町、宮城県の１町）を除いて集計してい
　　　　る（以下、表９において同じ）。

（２）　平成22年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員における育児休業等の取得者数

（単位：人）

673

(1.3%)

33,606

(94.2%)

34,279

(39.3%)

２　育児休業等の承認期間等(平成２２年度の新規取得者について）

（１）　育児休業承認期間 （単位：人）

６月以下
６月超

１年以下
１年超

１年６月以下
１年６月超
２年以下

２年超
２年６月以下

２年６月超

944 682 200 32 16 4 10

(100.0%) (72.2%) (21.2%) (3.4%) (1.7%) (0.4%) (1.1%)

35,405 1,818 11,365 9,108 5,675 2,722 4,717

(100.0%) (5.1%) (32.1%) (25.7%) (16.0%) (7.7%) (13.3%)

36,349 2,500 11,565 9,140 5,691 2,726 4,727

(100.0%) (6.9%) (31.8%) (25.1%) (15.7%) (7.5%) (13.0%)

（２）　育児短時間勤務承認期間 （単位：人）

３月以下
３月超

６月以下
６月超

９月以下
９月超

42 16 8 3 15

(100.0%) (38.1%) (19.0%) (7.1%) (35.7%)

2,416 281 277 216 1,642

(100.0%) (11.6%) (11.5%) (8.9%) (68.0%)

2,458 297 285 219 1,657

(100.0%) (12.1%) (11.6%) (8.9%) (67.4%)

男性職員

女性職員

計

（注）　（　）は、育児短時間勤務取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

(38.7%) (40.8%) (20.5%)

（注）　（　）は、育児休業取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

区　　分
育児短時間勤
務取得者数

育児短時間勤務承認期間

計

１年以下 １年超２年以下 ２年超

14,065 14,831 7,453

（注）　　｢うち育児休業取得者数｣の（　）は取得率である。

区　　分
育児休業
取得者数

育　児　休　業　承　認　期　間

男性職員

女性職員

女性職員 35,657 624 1,273

計 87,176 639 1,342

区　　分
　 平成22年度中に新たに
　 育児休業等が取得可能
　 となった職員数

うち育児休業
取得者数

うち育児短時間
勤務取得者数

うち部分休業
取得者数

男性職員 51,519 15 69

女性職員

計

（注）１　上段は平成22年度の新規取得者数、下段は育児休業等の期間が前年度から引き続いている者の数である。
　　　２　平成22年度の新規取得者（上段）には、平成21年度以前に育児休業等が取得可能となり、平成22年度から新たに
　　　　育児休業等を取得した者が含まれる。

　　　　

表９　育児休業等の取得状況（平成２２年度）

区　　分
育児休業
取得者数

育児短時間勤
務取得者数

部分休業
取得者数

男性職員
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（３）　育児短時間勤務の勤務形態 （単位：人）

１日３時間55分 １日４時間55分 週３日 週２日半 その他

42 14 14 10 2 2

(100.0%) (33.3%) (33.3%) (23.8%) (4.8%) (4.8%)

2,416 431 857 604 78 446

(100.0%) (17.8%) (35.5%) (25.0%) (3.2%) (18.5%)

2,458 445 871 614 80 448

(100.0%) (18.1%) (35.4%) (25.0%) (3.3%) (18.2%)
（注）１　（　）は、育児短時間勤務取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。
　　　２　勤務形態の「１日３時間５５分」及び「１日４時間５５分」は、１日の勤務時間が７時間４５分である場合の勤務形
　　　　態である。

（４）　部分休業承認期間 （単位：人）

１年以下
１年超

２年以下
２年超

３年以下
３年超

４年以下
４年超

５年以下
５年超

293 228 38 5 11 4 7

(100.0%) (77.8%) (13.0%) (1.7%) (3.8%) (1.4%) (2.4%)

5,992 3,884 797 218 340 494 259

(100.0%) (64.8%) (13.3%) (3.6%) (5.7%) (8.2%) (4.3%)

6,285 4,112 835 223 351 498 266

(100.0%) (65.4%) (13.3%) (3.5%) (5.6%) (7.9%) (4.2%)

（５）　部分休業承認時間 （単位：人）

３０分以下
３０分超

６０分以下
６０分超

９０分以下
９０分超

293 73 121 30 69

(100.0%) (24.9%) (41.3%) (10.2%) (23.5%)

5,992 954 2,579 885 1,574

(100.0%) (15.9%) (43.0%) (14.8%) (26.3%)

6,285 1,027 2,700 915 1,643

(100.0%) (16.3%) (43.0%) (14.6%) (26.1%)

３　育児休業等の代替要員の配置状況（平成２２年度の新規取得者について）

（１）育児休業の代替要員の配置状況 （単位：人）

944 17 335 32 33 9 501 17
(100.0%) (1.8%) (35.5%) (3.4%) (3.5%) (1.0%) (53.1%) (1.8%)
35,405 1,805 22,963 2,248 1,914 650 5,248 577
(100.0%) (5.1%) (64.9%) (6.3%) (5.4%) (1.8%) (14.8%) (1.6%)
36,349 1,822 23,298 2,280 1,947 659 5,749 594
(100.0%) (5.0%) (64.1%) (6.3%) (5.4%) (1.8%) (15.8%) (1.6%)

（注）　（　）は、育児休業取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

（２）育児短時間勤務の代替要員の配置状況 （単位：人）

42 4 0 10 4 0 23 1
(100.0%) (9.5%) (0.0%) (23.8%) (9.5%) (0.0%) (54.8%) (2.4%)
2,416 269 73 447 335 47 1,112 133
(100.0%) (11.1%) (3.0%) (18.5%) (13.9%) (1.9%) (46.0%) (5.5%)
2,458 273 73 457 339 47 1,135 134
(100.0%) (11.1%) (3.0%) (18.6%) (13.8%) (1.9%) (46.2%) (5.5%)

（注）　（　）は、育児短時間勤務取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

その他

男性職員

女性職員

計

計

区　　分
育児短時間勤務

取得者数

代替要員の配置状況
業務分担
の変更

配置換え
非常勤職員

の任用
育児短時間勤務に伴う短

時間勤務職員の任用 並立任用
特段の措置

なし

配置換え
その他の任用

行為
特段の措置

なし
その他

男性職員

女性職員

男性職員

女性職員

計

（注）　（　）は、部分休業取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

区　　分
育児休業
取得者数

代替要員の配置状況

任期付任用 臨時的任用
非常勤職員

の任用

男性職員

女性職員

計

（注）　（　）は、部分休業取得者数に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

区　　分
部分休業
取得者数

１日の部分休業取得時間（平均）

男性職員

女性職員

計

区　　分
部分休業
取得者数

部　分　休　業　承　認　期　間

区　　分
育児短時間勤
務取得者数

勤　　務　　形　　態



受 験 者 数 合 格 者 数 競争率 受 験 者 数 合 格 者 数 競争率 受 験 者 数 合 格 者 数 競争率 受 験 者 数 合 格 者 数 競争率 受 験 者 数 合 格 者 数 競争率

上 級 試 験 120,913 15,516 7.8 114,582 16,872 6.8 115,908 16,054 7.2 136,727 17,507 7.8 160,422 17,536 9.1

中 級 試 験 18,449 2,218 8.3 15,601 2,279 6.8 14,554 1,855 7.8 17,529 1,847 9.5 18,361 2,012 9.1

初 級 試 験 59,156 6,748 8.8 55,567 7,098 7.8 52,385 6,402 8.2 59,751 6,802 8.8 61,886 6,773 9.1

そ の他の試験 1,203 79 15.2 410 53 7.7 758 45 16.8 916 40 22.9 719 36 20.0

計 199,721 24,561 8.1 186,160 26,302 7.1 183,605 24,356 7.5 214,923 26,196 8.2 241,388 26,357 9.2

上 級 試 験 121,711 11,818 10.3 125,920 15,174 8.3 141,386 17,032 8.3 186,035 17,915 10.4 211,014 19,414 10.9

中 級 試 験 42,150 8,712 4.8 45,496 9,597 4.7 43,226 8,979 4.8 46,107 8,514 5.4 47,106 8,944 5.3

初 級 試 験 47,286 4,364 10.8 49,537 5,434 9.1 52,293 5,478 9.5 63,272 6,242 10.1 65,118 6,139 10.6

そ の他の試験 8,494 660 12.9 10,212 938 10.9 7,345 757 9.7 8,741 773 11.3 10,678 708 15.1

計 219,641 25,554 8.6 231,165 31,143 7.4 244,250 32,246 7.6 304,155 33,444 9.1 333,916 35,205 9.5

上 級 試 験 6,735 839 8.0 7,146 1,091 6.5 8,052 1,221 6.6 10,277 1,323 7.8 13,069 1,563 8.4

中 級 試 験 3,678 719 5.1 3,588 769 4.7 4,683 1,017 4.6 4,432 846 5.2 4,344 883 4.9

初 級 試 験 10,706 1,168 9.2 11,618 1,482 7.8 13,656 1,696 8.1 17,540 1,921 9.1 20,552 2,295 9.0

そ の他の試験 212 53 4.0 342 121 2.8 506 116 4.4 232 46 5.0 753 123 6.1

計 21,331 2,779 7.7 22,694 3,463 6.6 26,897 4,050 6.6 32,481 4,136 7.9 38,718 4,864 8.0

上 級 試 験 249,359 28,173 8.9 247,648 33,137 7.5 265,346 34,307 7.7 333,039 36,745 9.1 384,505 38,513 10.0

中 級 試 験 64,277 11,649 5.5 64,685 12,645 5.1 62,463 11,851 5.3 68,068 11,207 6.1 69,811 11,839 5.9

初 級 試 験 117,148 12,280 9.5 116,722 14,014 8.3 118,334 13,576 8.7 140,563 14,965 9.4 147,556 15,207 9.7

そ の他の試験 9,909 792 12.5 10,964 1,112 9.9 8,609 918 9.4 9,889 859 11.5 12,150 867 14.0

計 440,693 52,894 8.3 440,019 60,908 7.2 454,752 60,652 7.5 551,559 63,776 8.6 614,022 66,426 9.2

　　

　　　３　「平成２２年度」は、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町）を除いて集計している。

　　　　　　その他の試験：中学校卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験又は資格及び学力の程度を問わないで行った試験

　　　２　「市区」には、政令指定都市を含む。

町
村

市
区

（注）１　試験区分は、以下による。

平　 成　 １ ８ 　 年　 度

　　　　　　上級試験：上級試験と称して行った試験又は大学卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験

　　　　　　中級試験：中級試験と称して行った試験又は短期大学卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験

　　　　　　初級試験：初級試験と称して行った試験又は高校卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験

（ 単位： 人、 倍）

平　 成　 ２ ２ 　 年　 度

表１０　競争試験における受験者数、合格者数、競争率の推移

合
計

平　 成　 １ ９ 　 年　 度 平　 成　 ２ 1　 年　 度平　 成　 ２ ０ 　 年　 度
区　 　 分

都
道
府
県

1
5 
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　（注）「平成２２年度」は、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町）を除いて

　　　集計している。

図１　過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数、競争率の推移
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過去１０年間の受験者数の推移 

過去１０年間の合格者数の推移 

過去１０年間の競争率の推移 



受 験 者 数 合 格 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数

男　性 149,076 19,072 139,222 19,830 137,585 18,336 160,680 19,501 182,280 19,709

（ 割 合 ） (74.6%) (77.7%) (74.8%) (75.4%) (74.9%) (75.3%) (74.8%) (74.4%) (75.5%) (74.8%)

女  性 50,645 5,489 46,938 6,472 46,015 6,019 54,243 6,695 59,108 6,648

（ 割 合 ） (25.4%) (22.3%) (25.2%) (24.6%) (25.1%) (24.7%) (25.2%) (25.6%) (24.5%) (25.2%)

その他 5 1

（ 割 合 ） (0.0%) (0.0%)

計 199,721 24,561 186,160 26,302 183,605 24,356 214,923 26,196 241,388 26,357

男　性 120,712 11,572 126,286 14,789 133,875 16,038 171,103 16,845 191,612 17,657

（ 割 合 ） (55.0%) (45.3%) (54.6%) (47.5%) (54.8%) (49.7%) (56.3%) (50.4%) (57.4%) (50.2%)

女  性 79,965 12,394 85,389 15,024 86,146 14,766 106,947 15,070 113,260 15,824

（ 割 合 ） (36.4%) (48.5%) (36.9%) (48.2%) (35.3%) (45.8%) (35.2%) (45.1%) (33.9%) (44.9%)

その他 18,964 1,588 19,490 1,330 24,229 1,442 26,105 1,529 29,044 1,724

（ 割 合 ） (8.6%) (6.2%) (8.4%) (4.3%) (9.9%) (4.5%) (8.6%) (4.6%) (8.7%) (4.9%)

計 219,641 25,554 231,165 31,143 244,250 32,246 304,155 33,444 333,916 35,205

男　性 11,701 1,306 12,128 1,647 14,637 2,022 18,861 2,208 23,321 2,678

（ 割 合 ） (54.9%) (47.0%) (53.4%) (47.6%) (54.4%) (49.9%) (58.1%) (53.4%) (60.2%) (55.1%)

女  性 9,539 1,464 10,336 1,787 11,846 2,015 13,183 1,864 14,955 2,146

（ 割 合 ） (44.7%) (52.7%) (45.5%) (51.6%) (44.0%) (49.8%) (40.6%) (45.1%) (38.6%) (44.1%)

その他 91 9 230 29 414 13 437 64 442 40

（ 割 合 ） (0.4%) (0.3%) (1.0%) (0.8%) (1.5%) (0.3%) (1.3%) (1.5%) (1.1%) (0.8%)

計 21,331 2,779 22,694 3,463 26,897 4,050 32,481 4,136 38,718 4,864

男　性 281,489 31,950 277,636 36,266 286,097 36,396 350,644 38,554 397,213 40,044

（ 割 合 ） (63.9%) (60.4%) (63.1%) (59.5%) (62.9%) (60.0%) (63.6%) (60.5%) (64.7%) (60.3%)

女  性 140,149 19,347 142,663 23,283 144,007 22,800 174,373 23,629 187,323 24,618

（ 割 合 ） (31.8%) (36.6%) (32.4%) (38.2%) (31.7%) (37.6%) (31.6%) (37.0%) (30.5%) (37.1%)

その他 19,055 1,597 19,720 1,359 24,648 1,456 26,542 1,593 29,486 1,764

（ 割 合 ） (4.3%) (3.0%) (4.5%) (2.2%) (5.4%) (2.4%) (4.8%) (2.5%) (4.8%) (2.7%)

計 440,693 52,894 440,019 60,908 454,752 60,652 551,559 63,776 614,022 66,426

（注）１　「その他」は、申込書に性別の記入欄を設けていない試験のため、性別が不明のものである。

　　　２　（　）は、性別区分中の割合である（端数処理のため、合計が１００％とならない場合がある。）。

　　　３　「市区」には、政令指定都市を含む。

　　　４　「平成２２年度」は、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町）を除いて集計している。

町
村

平成１８年度 平成１９年度

合
計

区　　分
平成２１年度

表１１  　競争試験における男女別の受験者数、合格者数の推移
（ 単位： 人）

都
道
府
県

市
区

平成２２年度平成２０年度

1
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（注）１　「その他」は、申込書に性別の記入欄を設けていない試験のため、性別が不明のものである。

    　２　（　）は、性別区分中の割合である（端数処理のため、合計が１００％とならない場合がある。）。

      ３　「平成２２年度」は、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町）を除いて集計している。

図２　過去５年間の競争試験における男女別の受験者数、合格者数の推移
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表１２

選 任 を 選 任 選 任 選 任 を 選 任 選 任 選 任 を 選 任 選 任 選 任 を 選 任 選 任

要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率

事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％）

都 道 府 県 202 201 99.5 433 430 99.3 6,253 6,121 97.9 4,995 4,959 99.3

指 定 都 市 163 163 100.0 379 377 99.5 1,275 1,247 97.8 6,591 6,546 99.3

市 区 173 172 99.4 494 483 97.8 2,904 2,769 95.4 29,432 26,863 91.3

町 村 0 0 - 2 2 100.0 948 888 93.7 6,668 5,227 78.4

一部事務組合 4 4 100.0 44 42 95.5 397 378 95.2 2,086 1,928 92.4

542 540 99.6 1,352 1,334 98.7 11,777 11,403 96.8 49,772 45,523 91.5

(556) (554) (99.6) (1,385) (1,367) (98.7) (11,847) (11,416) (96.4) (49,917) (45,192) (90.5)

選 任 を 選 任 選 任 設 置 を 設 置 設 置 設 置 を 設 置 設 置

要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率

事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％）

都 道 府 県 6,253 6,236 99.7 389 388 99.7 6,253 6,177 98.8

指 定 都 市 1,275 1,264 99.1 298 292 98.0 1,275 1,231 96.5

市 区 2,904 2,792 96.1 335 328 97.9 2,904 2,667 91.8

町 村 948 805 84.9 1 1 100.0 948 762 80.4

一部事務組合 397 373 94.0 32 32 100.0 397 360 90.7

11,777 11,470 97.4 1,055 1,041 98.7 11,777 11,197 95.1

(11,847) (11,497) (97.0) (1,067) (1,052) (98.6) (11,847) (11,223) (94.7)

（注）１　合計欄の（　　）の数字は、平成２２年３月３１日現在の選任（設置）数等である。

　　　２　東日本大震災の影響により調査が困難となった３団体（岩手県の１市１町、宮城県の１町）を除いて集計している。

平成２３年３月３１日現在

衛 生 委 員 会

合 計

安 全 衛 生 推 進 者 等衛 生 管 理 者安 全 管 理 者

合 計

産 業 医 安 全 委 員 会

安全衛生管理体制の整備状況（全部局・団体区分別）

総 括 安 全 衛 生 管 理 者

1
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表１３

選 任 を 選 任 選 任 選 任 を 選 任 選 任 選 任 を 選 任 選 任 選 任 を 選 任 選 任

要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率

事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％）

知事及び市長 337 335 99.4 733 727 99.2 4,193 4,055 96.7 14,166 13,229 93.4

教育委員会 14 14 100.0 142 134 94.4 4,299 4,217 98.1 31,219 28,196 90.3

警 察 18 18 100.0 0 0 - 1,325 1,219 92.0 311 306 98.4

消 防 0 0 - 1 1 100.0 832 806 96.9 2,618 2,468 94.3

企 業 173 173 100.0 476 472 99.2 1,128 1,106 98.0 1,458 1,324 90.8

542 540 99.6 1,352 1,334 98.7 11,777 11,403 96.8 49,772 45,523 91.5

(556) (554) (99.6) (1,385) （1,367) (98.7) (11,847) (11,416) (96.4) (49,917) (45,192) (90.5)

選 任 を 選 任 選 任 設 置 を 設 置 設 置 設 置 を 設 置 設 置

要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率 要 す る し て い る 事 業 所 率

事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％） 事 業 所 事 業 所 （％）

知事及び市長 4,193 3,999 95.4 707 701 99.2 4,193 3,880 92.5

教育委員会 4,299 4,239 98.6 62 59 95.2 4,299 4,183 97.3

警 察 1,325 1,320 99.6 0 0 - 1,325 1,276 96.3

消 防 832 802 96.4 1 1 100.0 832 774 93.0

企 業 1,128 1,110 98.4 285 280 98.2 1,128 1,084 96.1

11,777 11,470 97.4 1,055 1,041 98.7 11,777 11,197 95.1

(11,847) (11,497) (97.0) (1,067) (1,052) (98.6) (11,847) (11,223) (94.7)

（注）１　合計欄の（　　）の数字は、平成２２年３月３１日現在の選任（設置）数等である。

　　　２　東日本大震災の影響により調査が困難となった３団体（岩手県の１市１町、宮城県の１町）を除いて集計している。

合 計

合 計

産 業 医

安全衛生管理体制の整備状況（全団体・部局別）

衛 生 管 理 者安 全 管 理 者総 括 安 全 衛 生 管 理 者

平成２３年３月３１日現在

衛 生 委 員 会安 全 委 員 会

安 全 衛 生 推 進 者 等

2
0 
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